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２月定例県議会 討論

２０１７年３月１７日

日本共産党 吉田英策県議

日本共産党の吉田英策です。日本共産党県議団を代表して討論を行います。

知事提出議案第１号「２０１７年度福島県一般会計予算」に反対の立場で意見を述べ

ます。

第１に、県民切り捨ての予算だという事です。

大震災と原発事故から６年が経過し７年目を迎えました。この間避難指示解除が行わ

れてきましたが、広野町や川内村で６割台、楢葉町で約１割と住民の帰還は進んでいま

せん。

問題は、「時期尚早」との多くの住民の声が無視され、強引に避難指示解除が行われ

てきたことです。帰還をためらう要因は、「病院がない」「商店がない」「コミュニティ

が壊れた」など、戻っても元の生活ができないからです。避難指示解除と精神的賠償の

打ち切りが連動しているところに、避難者の苦悩があります。

自主避難者への住宅無償提供の継続を求める声が、当事者だけでなく全国の自治体か

らも上がるなか県は、今月末で打ち切ろうとしています。わが党議員の質問で、３月１

０日現在で住宅が決まっていない世帯は２２７世帯に上ると答弁がありました。事実上

の被災者切り捨てです。そもそも原発事故がなければあり得なかった避難であり、自主

避難者の住宅無償提供は継続すべきです。そして避難の有無にかかわらず全県民を被災

者として支援すべきです。

第２は、県は被災地復興の中心にイノベーション・コースト構想を据えますが地域の

復興や地元企業の参入がどれだけ進むかはわかりません。イノベーション・コースト構

想について次の点を指摘します。

一つは、原発震災の最大の犠牲者である被災者の人権の回復、生活と生業の再建、被

災地域社会の復旧・復興が最大の課題であるとの位置づけが明確になっていないという

ことです。

二つは、企業呼び込みが中心であり、県内中小企業の再建・起業・技術開発・人材育

成、県内産業の育成・雇用の創出につながらないということです。

三つは、農家、漁業者、中小企業、協同組合、ＮＰＯ法人、県・市町村を、その推進

の単なる「参画促進」の対象とするだけで地域内再投資力の再形成を図る主体と位置付

けていないことです。

四つは、構想の具体化・整備に費やされる資金や、整備以降に生み出される利益の大
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半が県外の企業のもとに流れるということです。

五つは、本県が掲げる「再生可能エネルギー先駈けの地」の理念や地球温暖化対策に

逆行する構想だということです。構想では、石炭ガス化複合発電ＩＧＣＣを広野町とい

わき市に建設しますが、原発事故前の首都圏への電力供給基地の発想に他ならないもの

です。ＩＧＣＣはＬＮＧ火力発電の約２倍の二酸化炭素を排出し温暖化対策にも反しま

す。

また構想を推進するにあたり産業界に役立つ人材育成を県立高校教育に求める声が

強く上がっていますが、本来、教育は「人格の完成」を目標にすべきであり、教育本来

の姿をゆがめることになりかねません。

第３は、県民のくらし、子育て、医療、介護を支える点で県が掲げる「日本一子育て

しやすい県」「全国に誇れる健康長寿の県」実現の具体的な施策が乏しいことです。

人口減少が深刻になっていることや、子どもの６人に１人が貧困といわれるもとで、

その対策が喫緊の課題です。県は実態の把握と対策が求められると同時に、学校給食費

の無料化や子ども食堂への支援など具体的、積極的対応が必要です。

また、保育、医療、介護の人員の確保、処遇の改善など具体的な施策も医療、介護の

保険料、利用料の県の軽減策もありません。また、こうした施策の充実は地域の雇用拡

大にもつながります。

第４は、原発事故対応です。

福島第一原発では、汚染水が増え続け、溶け落ちた燃料デブリの状態を調査するロボ

ットは６５０シーベルトという高線量とガレキのもと調査継続が不可能になりました。

収束が一層困難であることを示しています。汚染水の解決、溶け落ちた燃料デブリの取

り出しなど、事故収束を東京電力任せではなく世界の英知を結集した取り組みを国に求

めるべきです。

今後３０年から４０年かかるといわれる事故収束・廃炉作業にとって事故原因の究明

は極めて重要です。原因究明に向けた取り組みは現在、新潟県の「技術委員会」だけと

いう状況です。福島県が事故原因の究明と第二原発の廃炉にどう向き合うかは、県政の

重大課題だと考えます。県のイニシアチブで福島第一原発の事故原因究明を行うべきで

す。

経産省の東電改革１Ｆ問題委員会が示した「東電改革提言」に対して、「国と東電が

福島原発事故処理に責任を負うためのもの」という県の認識は事の本質を見ないもので

す。提言は、東電を破たんさせずに残し、事故処理費用の大部分を国民負担に求めよう

とするもので認められません。除染、賠償、安全な事故処理など、国と東電の加害者責

任こそ求めるべきです。

第二原発の廃炉について、知事は機会あるごとに国、東電に廃炉を求めていくとする
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だけでなく、「県民集会」など県民の声を結集する具体的な行動をとるべきです。

第５は、安倍暴走政治から県民のくらしを守る立場がないということです。

安保法制・戦争法、南スーダンへの自衛隊員の派兵などを国の専管事項として反対を

言わないのでは県民のいのちや暮らしを守ることはできません。安保法制、秘密保護法、

共謀罪は、いずれも憲法改悪、「戦争する国づくり」に道を開くものです。また、ＴＰ

Ｐの推進とそれをベースにした２国間協定は、県内農林水産業、地域産業などを衰退さ

せることになります。

第６は、人事評価制度を職員の給与に連動させようとしていることです。

本県が復興を進めるためには、すべての県職員が持てる力を十分発揮することが求め

られます。しかし、人事評価の給与への反映は、格差や差別、分断を持ち込み、職員同

士の協力やコミュニケーションを阻害することになり、長時間労働を増やすことになり

職員の健康にも被害を与えます。自治労県本部の調べでは今年度、自治体職員の自殺は

９人にのぼり、その内、５人が今年になってからです。こうした状況をより一層ひどく

しかねません。人事評価制度の給与への反映は認めることはできません。

以上の理由により、知事提出議案第１号には反対です。

次に、議案第９号「２０１７年度福島県港湾整備事業特別会計予算」について反対の

意見を述べます。

この特別会計には、小名浜港東港地区整備費が含まれています。県は東港地区の整備

費を９５３億円とし、石炭の国際バルク港としての整備を進めるものです。昨年１２月

に策定された小名浜港長期構想では東港の規模を約１.３倍に拡大します。しかし、世

界的な流れは、石炭燃料からの脱却であり、この流れに反するＩＧＣＣ石炭火力発電所

を前提にした小名浜港東港の整備は、壮大な無駄遣いとなりかねないことを強く指摘す

るものです。

次に、議案第２３号「福島県自動車保管場所証明申請等手数料条例の一部を改正する

条例」、議案第２４号「福島県道路交通法関係手数料条例の一部を改正する条例」につ

いてです。両議案は申請手数料の引き上げであり、県民の負担増になることから反対で

す。

次に、議案第２５号「福島県ハイテクプラザ条例の一部を改正する条例」についてで

す。検査機器の更新による使用料の引き上げですが、県内中小企業を支援すべきであり、

使用料引き上げの議案には反対です。
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次に、議案第３１号、議案第４９号、議案第１３５号、議案第１３６号は、人事評価

制度の評価結果を職員の給与に反映させるものです。先に述べたように、職場での「格

差」と職員同士の「競争」を助長し公務労働本来のあり方を歪め、県民サービス低下を

もたらします。よって同議案は反対です。

次に、議案第３３号「福島県個人情報保護条例の一部を改正する条例の一部を改正す

る条例」についてですが、マイナンバーは国民の税、医療、年金、福祉と介護、労働保

険、災害補償などの情報を一括で管理し、国民のプライバシーを侵害するものです。よ

って本議案には反対です。

次に、議案第４８号「福島県教育関係職員定数条例等の一部を改正する条例」につい

てですが、この議案は教員の定数削減です。震災原発事故で被災した本県でこそ、教員

を増員し子どもに寄り添う教育と行き届いた教育の実施こそ必要です。よって、同議案

には反対です。また、議案第５０号「福島県警察職員定数条例の一部を改正する条例」

も復興の途上であり、他県から応援を受けている中での定数削減には反対です。

次に、議員提出議案及び請願について意見を述べます

第１１１号「『テロ等組織犯罪準備罪』法案に関する慎重な議論を求める意見書」、関

連の継続第９０号「『共謀罪』法案を国会に提出しないことを求める意見書」について

です。「テロ等組織犯罪準備罪」は、「犯罪の合意」と「犯罪の合意のための準備行為」

だけで、犯罪が起こる前に処罰を可能にするもので誰もが対象になります。この間、三

度廃案になった「共謀罪」の復活です。政府は東京オリンピック・パラリンピック成功

のために必要と言いますが、テロ対策に必要な法整備はなされており、新たな整備は必

要ありません。現代版「治安維持法」といわれ、明らかに憲法が保障する「内心の自由」

を侵すものであり、本議案は可決すべきです。関連の継続請願第６６号も採択すべきで

す。

次に、第１１２号「南スーダンＰＫＯ部隊への「駆けつけ警護」の任務付与を撤回し、

自衛隊員の救急救命体制の強化を求める意見書」についてです。

安倍首相はようやく南スーダンに派兵していた自衛隊部隊の撤収を決めました。深刻

な内戦状態が続く南スーダンでは、戦後初めて自衛隊員が「殺し殺される」危険にさら

されています。また、戦闘が繰り返される現地情勢の実態の日報の隠ぺいは許せません。

５月末といわず、直ちに撤退させるべきであり、本意見書は当然可決すべきです。

次に第１１８号「水素ステーションの整備促進を求める意見書」についてです。

水素ガスは精製の過程で大量のＣＯ２を発生します。また、エネルギー効率の点から
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も電気は電気として使ったほうがロスは少なくて済みます。水素ステーションの整備は、

安全性、耐久性、環境的にも問題があり、経済的にも莫大な無駄遣いとなります。よっ

て、この意見書は可決すべきではありません。

次に第１２０号「社会保障における自然増の抑制に反対する意見書」についてです。

格差と貧困の根絶が政治課題となっている中で、これ以上の社会保障費の削減は、新

たな国民負担増になり、復興の足かせになるものです。この意見書は可決すべきです。

新規請願第９８号も採択すべきです。

次に第１２５号「カジノ解禁推進法を廃止することを求める意見書」についてです。

日本のギャンブル依存症有病率は成人人口の４.８％、５３６万人で、諸外国の有病

率１％前後と比べても、５～６倍と高率です。カジノが誘致されれば、周辺地域の治安

悪化、家庭崩壊なども懸念されており、「カジノ解禁推進法」は廃止すべきです。よっ

て、この意見書は可決すべきであり、新規請願第１０１号も採択すべきです。

次に第１２６号「地域の実情に応じて運用できる「民泊」の法制化を求める意見書」

についてです。

宿泊サービスは、旅館業法のもと観光客、旅館・ホテル、近隣住民の３者の安心・安

全が守られて初めて成り立つものです。「民泊」の規制緩和は、原発事故の風評被害に

よって観光業が深刻な影響を受けている本県に打撃を与えることにもなりかねません。

この意見書は可決すべきではありません。

次に第１２７号「農業の戸別所得補償制度の法制化を求める意見書」、第１２８号「農

業者戸別所得補償制度の復活を求める意見書」についてです。

安倍政権は、「米の直接支払い交付金」については、２０１８年度産米から廃止する

としています。急激な制度変更に農家からは不安の声が上がっています。制度を復活し

恒久的制度とすることが求められます。よって、この意見書は可決すべきです。新規請

願第１０４号も同趣旨であることから採択すべきです。

次に、継続請願第２０号「『自主避難者』への住宅無償提供の継続を求めることにつ

いて」、第７７号「原発事故避難者に対する住宅の無償提供継続を求めることについて」

は、当初予算で述べた理由から、採択すべきです。

以上の理由から、知事提出議案 第１号、第９号、第２３号から第２５号、第３１号、

第３３号、第４８号から第５０号、第１３５号及び第１３６号に反対。

議員提出議案 継続第９０号、新規第１１１号、第１１２号、第１２０号、第１２５
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号、第１２７号及び第１２８号は可決。

議員提出議案 第１１８号、第１２６号は否決、継続請願第２０号、第６６号、第７

７号、新規請願第９８号、第１０１号及び第１０４号は採択すべきとの立場を表明し、

討論を終わります。

以上


